
引受年月日 引受番号

建築主、物件名等

指定確認検査機関
　　　　　／支店名

　

確認検査員氏名

行政コメント欄

用途地域（高さの限度） □ 一低層　（□10m　□12m） □　二低層（□10m　□12m）

□　指定なし □ 一中高　　　□　ニ中高　 　 □　一住　　 　□　ニ住　　　□　準住

□　市街化調整区域 □ 近商　　　　 □　商業　　　　□　準工　　　 □　工業　　 □　工専

最低敷地面積
(法５３条の２）

　

□　該当なし

指定(容積率／建ぺい率) （ ％ ／ ％ ）（ ％ ／ ％ ）

□　指定なし （ ％ ／ ％ ）（ ％ ／ ％ ）

防火地域等

□　指定なし

高度地区（法５８条） □ 最高限度高度地区

□　指定なし （ 　　　　　）ｍ （ 　　　　）種 （ 　　　　　）ｍ（ 　　　　）種

□ 最低限度高度地区　　（ ）ｍ 　

日影規制（測定面・規制値）

□　規制なし

特別用途地区 □ 文教地区（第　　　種）　□　中高層階住居専用地区（第　　　種）

□　該当なし □ 特別工業地区（第　　　種）　□その他（ 　 　　）

その他の地域地区等 □ □ 臨港地区

□　該当なし □ 駐車場整備地区　　　　  □　土砂災害（特別）警戒区域　 　　）

□ その他（ 　　）

開発許可等 □ 都計法２９条許可　（完了・未完了・許可申請中） 　

□　該当なし （許可・検査済証番号等 　 　 　　）

□　協議済 □ 都計法４３条許可　（完了・未完了・許可申請中） 　

　協議先 （許可・検査済証番号等 　 　 　　）

□ 宅地造成工事規制区域　 　

（許可・検査済証番号等 　 　 　　）

市街地開発事業 □ 土地区画整理事業（ ） （計画決定・事業認可）

都市施設 □ 市街地再開発事業（ ） （計画決定・事業認可）

□　該当なし □ 都市計画道路（ ） （計画決定・事業認可）

□ 都市計画公園（ ） （計画決定・事業認可）

□ その他　　（ 　 　 ） （計画決定・事業認可）

都市計画法53条許可 □ 要（許可日・番号 ） □　不要

地区計画等 □ 有　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）地区 □　条例　有

□　該当なし □ 届出要（届出日・番号 ） □　届出不要　　

⇒（裏面）へ続く

□

指定確認検査機関調査欄

□ □

□ 有　　　（ ）㎡

高度利用地区　　　　　　 □　景観地区

　法第６条の２第１項の規定による確認の引き受けを行った本計画について道路敷地関係の調査いたしましたの
で、ご確認ください。建築確認を行う際の参考にしたいので、必要に応じてコメントをご記入いただき、添付図書とと
もに返送願います。

防火地域

規制あり (　　　ｍ・　　　　ｈ/　　　　ｈ）（　　　ｍ・　　　　ｈ/　　　　ｈ）

２２条指定区域□ 準防火地域□
安全条例７
条の３指定
区域

　　（表面）          　　　　　　　                                              　　　別紙記載方法　　

　　　□　添付図書の内容について、本調査票との整合性を確認しました。

氏名
連絡先

電話番号

開発許可等について関係部
署と協議済の場合には、協
議済にチェックし、協議先部
署や担当者名を記載する。

添付図書（概要書第一、二、三面）と調査
票の内容の整合性チェックを徹底するた
め、送付前に記載者による事前の整合性
チェックを行った旨を確認する。整合性の
確認後、チェックを入れる。

□該当なし
□指定なし　などに
チェックをする。

地区計画の有無と有る場
合、届出を要する区域（地
区整備計画区域）内かどう
かをチェックする。届出が必
要な場合は届出の日付と番
号を記載する。

各項目について、特定行政
庁からコメントがある場合に
記載する。全ての項目につ
いてコメントがない場合には
「特になし」と記載する。

調査票の内容について回答できる
方の連絡先を記載する。

下記に該当する場合には□
その他にチェックの上、（）内
に地域地区等（種別がある
場合には種別も）を記載す
る。
・風致地区
・緑化地域
・流通業務地区
・航空機騒音障害防止地区
・駐輪場条例区域
・特定都市河川流域
・高層住居誘導地区
・特例容積適用地区
・特定街区
・都市再生特別地区
・特定防災街区整備地区
・建築協定区域
・生産緑地地区
・（特別）緑地保全地区
・液状化の可能性の高い
 エリア          　　　　等

地区計画の最低敷地面積で
はない。

法５５条の高さの限
度について該当する
方にチェックする。

法５８条の高さについて記載する。法５
５条の高さの限度ではない。

計画建築物が対象建築物かどうかでは
なく、規制の有無について記載する。敷
地の規制値について記載する。（隣地の
規制については記載不要）

都市計画で定める容積率、建ぺい率を記載する。

支店がある場合には、支店名も記載する。

物件を主として担当する確認検査員の氏名
を記載する。

物件名がある場合には物件名と建築主どちらも記載する。



行政コメント欄

道路種別 □ 　　項　　　号　幅員（　　　　　　　)m　番号等（ 　 　　）

□ 　　項　　　号　幅員（　　　　　　　)m　番号等（ 　 　　）

□ 　　項　　　号　幅員（　　　　　　　)m　番号等（ 　 　　）

□ 　　項　　　号　幅員（　　　　　　　)m　番号等（ 　 　　）

狭あい道路等協議 □ 協議済　　 □　協議中 　 □　協議不要

□　該当なし （日付・番号 　　）

基準法等　許可・認定 □ ４３条ただし書き許可　許可日・番号（ 　　）

□　該当なし □ その他 （ 　 　　）

□ その他 （ 　 　　）

（ 最高の高さ・軒高・階数 　 　 　 ）

□ 対象建築物（都・区・市）条例　 ）

□　該当なし （ 標識設置日 　 　 　 ）

住戸数 □ （ ） 戸

　 　 　

特定行政庁名 　氏名

部署名 　電話番号

2014.3

その他道路敷地関係について特筆すべきこと（指定確認検査機関記載）

（添付図書）　建築計画概要書（第一、二、三面）

（裏面）

その他コメント欄（特定行政庁記載）

指定確認検査機関調査欄

○　記入例
　・審査にあたっては、別紙１の指摘内容をご参照ください。
　・別紙２｢建築主・設計者の方へ｣については、副本に添付してください。

建築紛争予防条例又は
まちづくり条例による標
識設置

連絡先

中心線の確認など事前協議
が必要な場合には、日付等を
記載する。

その他道路敷地関係について特筆すべきことがあれば情報交換のた
めに使用する。概要書のみでは伝わらないことの確認を行う。

（例）
・指定確認検査機関からの道路・敷地についての解釈等について
・特定行政庁と設計者の打合せ内容についての確認

特定行政庁から調査項目について、さらに追記すべきことがある場合
や確認処分に関係する事項について、指定確認検査機関に特に伝え
るべきものがある場合について記載する。

確認処分に直接関係しないが、着工までに必要となる関連法規等を
建築主や設計者に周知する場合には別紙（指定確認検査機関で加
工等する必要のないもの）にて行う。別紙には誰に対してのお知らせ
なのかを明記する。

建築基準法（型式適合認定等含む）、東京都建築
安全条例、総合設計制度、バリアフリー条例な
ど、関係規定についての許可、認定がある場合は
その他欄に記載する。

・指定確認検査機関に対するコメントを別紙で行う場合
・建築主・設計者の方へパンフレットや別紙にてお知らせを行いたい場合
　などはその旨を記載する。

該当しない場合は
□該当なしにチェックする。

第三面の付近見取図、配置図について小さくて見づらい場合等は、原則、
別紙を添付する。概要書についても同様に、その別紙を添付する。

番号等の欄には、1項2号、1
項4号、1項5号の場合に指定
日、指定番号等を記載する。

建築計画が該当するかどうかに限らず、記載する。

中心線等の事前(打合せ)協議
の状況等を記載する。

建築紛争予防条例、まちづくり条
例のどちらにも該当する場合に
は、両方について記載する。




